
先進環境対応自動車導入促進費補助金 

〔導入後申請分〕 

申請の手引き 

※自家用登録車両(いわゆる白ナンバー)の EV・PHV・FCV(トラック・乗用車)用

(上記以外の車両については、事前申請用の手引きをご覧ください。) 

2021 年４月 

お問合せ先・申請書等の提出先

愛知県 環境局 地球温暖化対策課 自動車環境グループ 

電 話： 052-954-6217（ダイヤルイン） 

E-mail： ondanka@pref.aichi.lg.jp  

〒460-8501 名古屋市中区三の丸 3－1－2 （愛知県西庁舎 6階） 

☆ 下記の時間帯にお問合せください。 

月～金曜日 ９：００～１２：００、１３：００～１７：００ 

（祝祭日・年末年始（12/29～1/3）を除く） 

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/ondanka/evphvfcv-subsidy2020.html
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1 概要

名称 

先進環境対応自動車導入促進費補助金 

目的 

自動車からの温室効果ガス排出量の削減及び大気環境の改善 

募集期間 

2021 年 4 月 1 日（木曜日）から 

2022 年 3 月 31 日（木曜日）正午（必着）まで 

（申請が予算額に達した場合、提出期限前に受付を終了します。） 

対象事業 

2022 年 3 月 31 日(木曜日)までの間に、車両登録及び車両代金の支払いが

完了する先進環境対応自動車（新車）の導入※ 

※導入とは代金の支払・車両の登録の両方が完了することを言います。 

注意：自家用登録車両(いわゆる白ナンバー)の EV・PHV・FCV(トラッ

ク・乗用車)は購入後の申請に変更となりました。それ以外の

車については必ず車両の導入（車両登録、代金支払）前に補助

金交付申請をしてください！ 
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対象事業者 

先進環境対応自動車の導入を行う以下の方 

事業の種類 補助対象事業者 

自家用登録（白ナンバー）の 

車両を導入する場合 

中小企業等の事業者（※） 

中小企業等の事業者に貸し渡す目的

で導入する自動車リース事業者 

※ 下記＜補助対象となる中小企業等の事業者＞のいずれかに該当する会

社若しくは個人が対象となります。

注意：私用目的の購入や通勤等のマイカー使用の購入は補助対象外です！ 

＜補助対象となる中小企業等の事業者＞ 

・「中小企業信用保険法」に規定する会社若しくは個人(a、bのどちらかを満たすもの) 

a． 資本金が 3億円(小売・サービス業では 5,000 万円、卸売業では 1億円)以下の法人 

b． 従業員が 300 人(小売業では 50 人、卸売・サービス業では 100 人)以下の法人又は個

人 

（注）農業、林業（素材生産業及び素材生産サービス業を除く。）、漁業及び金融・保

険業（保険媒介代理業及び保険サービス業を除く。）を営む会社又は個人は対象

外です。 

・「中小企業団体の組織に関する法律」、「農業協同組合法」、「水産業協同組合法」

で定める各組合 

・「学校教育法」に規定する学校、専修学校又は各種学校を設置する者 

・「児童福祉法」に規定する児童福祉施設を設置する者 

・「社会福祉法」に規定する第一種社会福祉事業又は第二種社会福祉事業を経営する者 

・「医療法」に規定する病院若しくは診療所、介護老人保健施設又は助産所を設置する

者 
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対象車両及び補助額 

自動車検査証（車検証）の記載が下表に該当する所有形態で、次頁の表

に記載のある先進環境対応自動車（新車）が補助対象です。 

補助対象となる車両の所有形態 

所有形態 車検証の記載 補助対象事業者 

自己所有 所有者、使用者ともに事業者 所有者(申請事業者) 

所有権留保※ 所有者：ローン会社等 

使用者：申請事業者 

使用者(申請事業者)

リース 所有者：リース会社 

使用者：申請事業者 

所有者(リース会社) 

※ 所有権留保車両を導入する場合の注意 【重要】 詳細は p.6 参照

 補助対象となるためには、申請事業者やローン会社等から自動車販売会

社等への車両代金全額の支払いが 2022 年 3 月末までに完了している必要

があります。 

ローン会社による立替払いを含めて車両代金全額が支払われていても、

自動車の使用者（申請者）が 2022 年 3 月末までに実際に負担した金額を

超える補助金の交付はできません。 

＜例＞ 計算上補助額が 60 万円となる場合でも、申請者による 2022 年

3 月までの負担分が 40万円の場合 → 県補助金額は 40 万円まで 
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補助対象車両及び補助額 

補助対象車両 
補助額 

（千円未満切り捨て）

上限額 

電気自動車(EV) 
トラック 

乗用車 

【3ナンバー車】 

(A-200)×2,000 円 

【3 ナンバー車以外の車】 

A×1,000 円 

A:一充電走行距離(㎞) 

40 万円 

プラグインハイブ

リッド自動車

(PHV) 

トラック 

乗用車 
20 万円(定額) 20 万円 

燃料電池自動車

(FCV) 
乗用車 60 万円(定額) 60 万円 

※ クリーンエネルギー自動車導入事業費補助金の補助額 

注意：補助金の交付を受けて導入した財産を、財産処分の制限期間を経過す

るまでは、原則として処分すること（県外に使用の本拠の位置を移転

させて使用することを含む。）は認められません（処分制限期間内に

車両を処分した場合は補助金の一部返還となります）。 

→ p.13 参照 
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 2 補助金の申請から交付までの流れと注意事項 

流れ 

注意事項 

・補助事業が完了した日※から 30 日以内に交付申請書兼実績報告書を提

出してください。ただし、補助事業が完了した日が 2022 年 3 月の場合

は、2022 年 3 月 31 日までに交付申請書兼実績報告書(添付書類を含む)

を提出してください。 

※ ・現金一括の場合は、車両の購入（代金支払い）、車両登録のそれ

ぞれが完了した日のうち、より遅い日。 

   例：支払が 6/20(頭金)、7/1(残額)で、登録が 6/30 の場合 

    上記のうち最も遅い 7/1 の 30 日後の 7/31 が申請期限となる。 

  ・所有権留保(ローン)の場合は代金支払い、車両登録の両方が完了

したうえで、使用者の自己負担額が補助金額を超えた日。 

   例：車両代金 400 万円の EV(補助額 40 万円)をローンで購入。購

入者から販売店への頭金(10 万円)支払が 7/1、クレジット会

社から販売店への支払(390 万円)が 8/1、購入者からクレジッ

ト会社への支払(8 月以降毎月 10日に月 10 万円)を行う場合 

     頭金を含め申請者の自己負担額が補助金額の 40万円以上とな

るのが 10/10 となるため、提出期限はその 30 日後の 11/9 と

なる。 
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補助対象外となる場合 

以下に該当する場合は補助対象外となりますので、ご注意ください。 

 マイカーとして使用するために先進環境対応自動車を導入する場合

（例）使用の本拠が法人代表者や個人事業主の自宅となる等（事業の
ために使用していないとして補助対象外となる可能性がありま
す。） 

2021 年 3 月 31 日以前に支払いまたは車両登録した場合 

2022 年 3 月 31 日までに車両の購入（自動車販売会社等への車両代金全
額の支払い）若しくは車両登録が完了しない場合 

p.9 補助要件該当チェック表もご活用ください。 

所有権留保車両の導入時の注意 

   所有権留保車両が補助を受けるには、次の条件を満たす必要がありま
す。 

・車検証上の「使用者」が申請者であること 

・車両代金全額が年度内に支払われていること【例１，２】

・申請者が補助額以上の代金の支払いをしていること【例３】

【例１】 

申請者Ａがローン会社Ｂのローンを利用して、車両代金（車両価格）300 万

円の車両を購入。年度末までに 150 万円はＡが支払い、残り 150 万円をＢが支

払った。 

→ 補助対象

  （Ａあて及びＢあての領収書により車両代金全額の支払いが確認できる）   

利子

手数料、諸経費等

消費
税

（オプション・付属品含む）

車両価格（300万円）

申請者Ａによる支払い
（150万円）

ローン会社Ｂによる立替払い
（150万円）

車両代金全額分（300万円）支払い済み
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【例２】 

申請者Ａは自動車販売会社Ｃに車両代金 300 万円の車両を分割払いで購入。

年度内に 150 万円を支払った。 

→ 補助対象外 

（支払いが一部未完了で、車両代金全額分の領収書写しを提出できない） 

【例３】 

申請者Ａがローン会社Ｂのローンを利用して、車両代金 300 万円の車両を購

入。年度末までにＡが 30 万円を支払い、残り 270 万円をＢが支払った。ただ

し、この時の補助申請額は 40 万円であった。 

→ 補助額が 30万円に減額

    （申請者Ａが支払った額 30 万円が、補助申請額 40 万円に満たないため。） 

手数料、諸経費等

利子
消費
税

（オプション・付属品含む）

車両価格（300万円）

申請者Ａによる支払い
（150万円）

年度末までの未払い分
（150万円）

車両代金300万円のうち
150万円の支払い

この部分が未払いのため
補助対象とならない

（オプション・付属品含む）

車両価格（300万円）

利子
消費
税

車両代金全額分（300万円）支払い済み 手数料、諸経費等

補助申請額４０万円

申請者Ａによる支払い

（30万円）
ローン会社Ｂによる立替払い

（270万円）

この部分が未払いとなるため 
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3 手続きの方法

(1)  書類提出にあたっての留意事項 

・様式は、県の Web ページからダウンロードするか、本手引き巻末の様

式をコピーしてご利用ください。 

ダウンロード先 

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/ondanka/evphvfcv-subsidy2020.html

・様式は日本産業規格 A4 の用紙に片面印刷でお願いします。 

・手書きの場合、黒色又は青色のボールペン等でご記入ください（鉛筆

や消すことができるインクのペンは不可）。 

・書類の提出は、郵送（推奨）または持参(感染症の拡大防止のため極力

お控えください)でお願いいたします。窓口への持参を希望される場合

は、事前に訪問日時をご予約いただきますようお願いします（ＦＡＸ

や電子メールでの申請は不可）。郵送の場合、到着までの追跡が可能

な方法でのご提出をお勧めします。 

・提出書類一式の控え（コピーするなど）をお手元に残しておくことを

お勧めします。 
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(2)交付申請時の提出書類 

注意：購入前に下記補助要件に該当するかご確認ください。 

補助要件該当チェック表 

※以下の要件のうち、1つでも当てはまらないものがあれば、補助対象

外です。 

□ 申請者(リースの場合は貸渡先)が＜補助対象となる中小企業等の事業

者＞(p.2 参照)に該当する。 

□ 法人及びその役員全員(リースの場合はリース先も含む)が交付要綱第

4条第 2項第 1号から第 3号に定める事業者に該当しない。 

□ 導入する車は、私用(通勤を含む)ではなく事業用として用いる。 

□ 愛知県内の事業所の所在地を車両の使用の本拠地として車両を登録す

る。 

□ 新規登録する新車である。 

□ 2021 年 4 月 1 日以降 2022 年 3 月末までに車両を登録する。 

□ 自動車販売店が車両代金を受け取るのは 2021 年 4 月 1 日以降から

2022 年 3 月 31 日までの間である。 

□ 【ローン等所有権留保及びリースの場合】車検証上の使用者は申請者

である。 
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・申請にあたっては、下表 1～10 をご提出ください。 

   こちらもご活用ください。→交付申請時チェック表（p.17～20） 

 必要に応じ下記に記載のない書類の提出をお願いすることがあります。 

提出書類 

 書類名 様式等 備考 

1 

交付申請書兼実績

報告書 

事業報告書 

役員一覧 

様式第 1の 2

（別紙 1及び

3を含む）

p.21～26 

リースの場合、「役員一覧」に

ついてはリース事業者、貸与先

事業者の両方が必要 

2 

現在事項全部証

明書 

又は 

履歴事項全部証

明書（※） 

原本(発行から 3

か月以内) 

リースの場合はリース事業者、

貸与先事業者の両方が必要 

3 自動車車検証 写し 

4 車両代金請求書 写し 

車両購入時の自動車販売

店からの請求書等 

登録番号や型式等、車両

を特定できる情報が記載

されていること 

オプション代、付属品代等の内

訳が不明な場合、請求書に加え

て内訳が分かる書類（注文書

等）を併せて提出すること 

5 
代金支払を証する

書類 
写し 領収書の写し等 
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6 ローン契約書 写し 
ローン購入による所有権留保の

場合のみ必要 

7 
貸与料金算定根

拠明細書 

県様式 

p.27～28 
リースの場合のみ必要 

8 リース契約書 写し リースの場合のみ必要 

9 
愛知県受取人届

出書 

県様式 

p.29～32 

過去に補助金申請をしており、

振込口座の登録内容に変更がな

い場合は不要 

10 補助金の請求書 
県様式 

p.33～34 
押印不要 

※ 個人事業者の場合（貸与先が個人事業であるリースの場合を含む）、現在事

項全部証明書や履歴事項全部証明書の代わりに、下表 3a～3d の書類をご提出

ください。 

個人事業の場合に別途提出が必要な書類 

 書類名 様式等 備考 

3a 住民票 

原本 

発行から 

3 ヶ月以内 

マイナンバーの記載がないも

のを用意すること 

リースの場合は貸与先の個人

事業のものを用意すること 

3b
前年度所得税の確定申告

書（第 1表及び第 2表） 
写し 

3c 使用目的等に係る申立書 

県様式 

p.35～37

3d
リース事業者の履歴事項

全部証明書 

原本 

発行から 

3 ヶ月以内 

リースの場合のみ必要 
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4 制度利用に当たっての留意事項 

（1）国の補助制度の併用 

 自家用登録乗用車（いわゆる白ナンバー）のうち電気自動車、プラグイン

ハイブリッド自動車及び燃料電池自動車については、県の補助制度と併せ

て経済産業省の補助制度を利用できます。 

国の補助制度の問合せ先 

経済産業省の補助制度 一般社団法人次世代自動車振興センター Tel. 03-3548-3231 
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（2）財産処分の制限 

 事業者は、補助金の交付を受けて導入した財産を、財産処分の制限期間

を経過するまでは、原則として処分※すること（県外に使用の本拠の位置を

移転させて使用することを含む。）は認められません。処分制限期間内に

車両を処分した場合は補助金の一部返還となります。 

※ 処分とは、補助金の交付の目的に反して財産を使用、譲渡、交換、貸付、担保に供

することをいいます。処分制限期間中は、補助金の交付を受けて導入した先進環境

対応自動車を県外に使用の本拠の位置を移転させて使用することも認められませ

ん。

財産処分制限期間 

   財産処分制限期間は先進環境対応自動車導入促進費補助金交付要綱で定

める期間となります（下表参照）。 

   なお、2018（平成 30）年度以前の補助金（低公害車導入促進費補助金）

の交付を受けて導入した車両についても、2019（平成 31）年 4月 1日以降

に処分する場合は、先進環境対応自動車導入促進費補助金交付要綱で定め

る期間を処分制限期間とします。2019（平成 31）年 3月 31 日以前に処分

された車両については、下記の処分制限期間を用いません。詳細は担当ま

でお問い合わせください。 

処分制限期間（自家用（白ナンバー）自動車の場合 ）

先進環境対応自動車の種類  処分制限期間 

トラック 軽自動車 4 年 

小型自動車又は普通自動車で、ダンプ式のもの  4 年 

小型自動車又は普通自動車で、ダンプ式以外のもの 5 年 

乗用車  レンタカー 3 年 

レンタカー以外 4 年 
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処分制限期間内に財産を処分する必要がある場合 

  処分制限期間内に補助金の交付を受けて導入した車両を処分する場合、

処分前に財産処分承認申請書（様式第 11）（p.43）を提出し、事前に県の

承認を得る必要があります。 

また、処分制限期間内に処分をした場合、交付した補助金は一部返還と

なります。 

＜補助金返還額の計算例＞ 

2020 年 5 月に新車登録したプラグインハイブリッド自動車乗用車（レン
タカーでない自家用登録）を処分した場合、 

   ・補助額･･･200,000 円 

 ・処分制限期間･･･4 年（48 ヶ月） 

・処分月･･･【例 1】2023 年 4 月 【例 2】2023 年 5 月 

 ・処分制限期間満了までの残り期間･･･【例 1】12 ヶ月 【例 2】11 ヶ月 

補助金返還額は、 

【例１】200,000（円）×12（ヶ月）／48（ヶ月）＝ 50,000（円） 

【例２】200,000（円）×11（ヶ月）／48（ヶ月）＝ 45,833（円） 

 （1 円未満の端数は、切り捨てします） 

その他注意事項 

補助金の交付以降も、財産処分制限期間内は自動車検査証（車検証）の

写し等の提出をお願いすることがありますので、ご承知おきください。 
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5 その他 

自動車税種別割の課税免除 

愛知県では、地球温暖化対策その他の環境対策を推進する観点から次世

代自動車の普及を促進するとともに、県内における次世代自動車の需要の

拡大を通じて自動車産業の活性化を図るため、電気自動車、プラグインハ

イブリッド自動車及び燃料電池自動車に対する自動車税種別割について、

本県独自の課税免除制度を導入しています。 

詳細は、愛知県税務課の Web ページをご覧ください。 

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/zeimu/0000049103.html 
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様 式 ・ 記 入 例

申請書提出前チェック表（提出する必要はありません）

提出書類 

申請者 

申請書兼実績報告書 

法人用 p.17 

個人事業者用 p.18 

リース事業者：貸与先が法人用 p.19 

リース事業者：貸与先が個人事業者用 p.20 

様式・記入例 

・原則として、白紙様式に続けて記入例を配置しています。 

・車種や申請者の属性等により、様式や記入方法が異なる場合があります。 

・様式は、A4 の用紙に片面コピーしてご利用ください。県の Web ページからもダウンロー

ドできます。

様式 記入例 

交
付
申
請

様式第１の２ p.21 p.22 

様式第１の２別紙１ p.23 p.24 

様式第１の２別紙３ p.25 p.26 

貸与料金算定根拠明細書 p.27 p.28 

愛知県受取人届出書 p.29 p.30～32 

補助金の請求書 p.33 p.34 

使用目的にかかる申立書 p.35 p.36、37 

その他の様式 p.38～  
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